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中国に対する韓国製造業の直接投資方式の
決定要因に関する実証研究

康 青松＊

はじめに

１９６０年代から始まった海外直接投資に関する

研究は、現在実際に応用価値のある研究成果が

多数存在している。その典型的な理論には、折

衷理論、取引コスト理論、競争戦略論等がある。

しかし、その多くの研究は、先進国の企業を対

象としている。発展途上国の企業における海外

投資、及び投資戦略と投資方式の選択に関する

研究は、１９８０年代の後半から始まった。しかし、

いまだ研究文献が少ない状況である。

中国に対する韓国製造業の直接投資は、１９８０

年代から始まり、主に「労働集約型の産業に集

中」、「小規模型」、「安価な労働力の獲得型」と

いう３つの特徴がある。１９９２年、中韓両国は正

式な国交関係を樹立して、中国に対する韓国企

業の投資は急速に発展している。１９９０年、韓国

企業が中国で設立した企業はわずか２４社で、そ

の投資総額は１．６千万ドルである。その後、１９９３

年韓国企業が中国で設立した企業は３８２社に達

し、その投資規模は２．６億ドルである。当時、

韓国企業の中国に対する投資の領域は電子、鋼

鉄、自動車など資本集約型の産業に広く展開

し、資源獲得型投資から市場獲得型投資に転向

している。２００１年、中国がWTOに加盟した後、

韓国企業の中国に対する投資は“第２次のピー

ク時期”を迎えた。２００５年、韓国企業が中国で

設立した企業は２，２５３社に達し、投資総額は２７．７

億ドルである。２００８年時点で、韓国企業が中国

で設立した企業は累計で１９，３５４社あり、その投

資規模は累計で２６４．６億ドルに達した１）。

本論文の目的は、実証分析を通し、発展途上

国の企業における海外市場への参入方式に関す

る決定要因を検証する。それに基づき、海外直

接投資に関する研究の中で、発展途上国に関す

る研究文献が少ないという欠点を補完し、そし

て発展途上国の企業における海外投資方式の選

択について科学的な根拠を提供する。

本論文は、まず海外直接投資方式に関する先

行研究を踏まえ、発展途上国の企業における海

外投資方式に関する理論モデルと研究の仮説を

構築する。次に、韓国対外投資企業へのアンケー

ト調査を実施し、アンケート調査の集計結果に

基づき、理論モデルと仮説の検証を行い、最後

にまとめとして、結論と企業に対する提言を導

き出す。

�．理論背景

海外市場参入方式の選択に関する研究は、国

際経営学研究領域において最も重要な課題の１

つである（Andersen,１９９７; Luo,１９９９; Chen &
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Hennart,２００２）。その原因は、海外市場参入方

式の選択が、資源の投入、市場の浸透、制御レ

ベル、リスクの分担、利益の分配等の問題だけ

ではなく、海外へ直接投資した企業の業績や、

投資結果にもかかわっている。このために、１９６０

年代から、海外の研究者らは海外直接投資の原

因と方法について、体系的に検討してきてい

る。

初期の海外投資理論は１９６０年代から始まって

いる。その典型的な理論は独占的優位性理論

（Monopolistic Advantage Theory）である。独占

的優位性理論（Hymer,１９６０; Kindleberger,１９６９）

では、「母国において独占的な優位を獲得した

多国籍企業は、海外市場において優位性を獲得

することにより、極大な利潤を得られるため、

海外直接投資を行った」と強調している。独占

的優位性理論は、１９６０年代のグローバル企業が

海外直接投資を行った原因（独占的優位性の獲

得と利益最大化の追求）について、詳しく説明

している。

１９７０年代以降、海外の研究者らは海外直接投

資方式の選択に関する研究について、初めて体

系的に検討している。Buckley & Casson（１９７６）、

Rugman（１９８０）が提出した内部化理論はその

一つである。内部化理論の主要観点は、市場の

「不完全性」による国際市場の失敗という原因

から、企業は取引コストの最小化を目的とし、

外部化の輸出あるいは技術許可を選択するので

はなく、内部化の直接投資方式を選択してい

る。

１９８０年 Dunningは、独占的優位性理論と内部

化理論を総合的に捉え、投資受入国要素も包括

した海外投資の折衷理論を発表した。彼は企業

の海外市場参入方式が企業に特殊な所有優位性

（Ownership）、立地優位性（Location）、内部化

利益（Internalization）の３つの要因から決定す

ることを強調した。したがって折衷理論は OLI

パラダイムとも称される。

その後、Andersonと Gatignon（１９８６）はWil-

liamsonの取引コスト理論に依拠した海外市場

参入行動を研究したが、それは現在の海外投資

研究領域の中で、適用範囲が一番広い理論であ

る。Andersonと Gatignon（１９８６）は、取 引 特

殊的資産、外部不確実性、内部不確実性、フリー

ライダーの可能性（取引相手の御都合主義的な

行動）等４つの要素を使って、海外投資方式の

選択を説明している。ここでの取引特殊的資産

とは、製品の専有性、ライフサイクルの段階を

指す。外部不確実性は、ホスト国の政治・社会

リスクを指す。内部不確実性は企業の国際経

験、ホスト国との社会文化的距離を指す。フリー

ライダーの可能性は取引相手がコストを負担せ

ずに利益を受け取る可能性を指す。

つまり、企業の製品の専有性が高く、製品の

ライフサイクルが初期あるいは成長期であり、

ホスト国の政治・社会のリスクが低く、国際経

験が豊富であり、ホスト国との社会文化的距離

が小さく、企業のブランド価値が高い場合、高

いコントロールモードを採用して海外市場へ参

入する。他方、企業のブランド価値が中程度か

低い場合、低いコントロールモードを採用して

海外市場へ参入する。

しかし、企業の海外投資も戦略的な選択であ

るため、企業は全世界において資源の有効配分

を通じて、国際化における最大の収益を獲得す

ることができる。すなわち、国際化誘導型企業

は企業全体の戦略的な観点から海外市場への参

入方式を選択することを強調しているが、取引

コスト理論と折衷理論はこの点を見落としてい

る。これに対し、Hill, Hwang & Kim（１９９０）は、

親会社のグローバル戦略を実現することによっ

て、海外子会社に対する統制力を決定すると主
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図１ 研究モデル

張している。そのため、海外市場への参入方式

を研究する場合、企業の特性要素と立地要素を

考慮するだけではなく、企業の戦略要素も考慮

すべきである。

以上の理論研究を踏まえ、我々は取引特殊的

資産、投資受入国の立地、企業戦略などの要素

を中心とした、海外市場への参入方式に関する

決定要因の理論モデルを構築する。

�．研究モデルと研究仮説

以上の理論研究を踏まえ、企業要素、戦略要

素、立地要素を中心として研究モデルを構築す

るが、影響要素の具体的な変数と研究仮説は以

下（図１）のとおりである。

１．企業要素

多国籍経営は、国内経営と異なり、海外の費

用（以下 Liability of Foreignnessを称す）を克

服する必要性がある。企業がより強い競争力、

より多い資源を持っている場合、ホスト国との

社会文化の差異による Liability of Foreignness

を克服することが有利になるため、企業は高い

コントロールモード、また大きなリスクがある

参入方式を選択する。

� 差別化優位

企業がより強い競争力を持っている場合、高

いコントロールモードを利用して海外市場

（Brownなど、２００３）に参入することができる。

この原因は、企業の競争優位性と、ホスト国の

政治、経済、文化の異質性、及びこれにもたら

している Liability of Foreignnessと相殺するこ

とができるということである。差別化優位にお

いては企業競争優位が重要な要素である。その

ため、Johansonと Vahlne（１９７７，１９９０）は、企

業の差別化能力が海外市場の参入方式の選択に

対して、決定的な影響を与えていると主張して

いる。

仮説１：企業の製品差別化優位は強力になれ

ばなるほど完全所有子会社の参入方式が好まれ

る。

� 国際経験

海外投資方式を選択する際、国際経験の浅い

企業は、相手の資源を利用することができる合

弁の参入方式を選択する。一方、発展途上国に

おいて、一部の国際経験の浅い中小企業は合弁

の方式の下で経営方策と文化衝突、管理能力の

欠如が発生するかもしれないため、完全所有子

会社の方式を選ぶ。簡単に言えば、国際経験は、

企業参入方式の選択に対して影響を与えるが、

その影響力は一定な不確実性が存在している。

仮説２：企業の国際経験は企業の参入方式の

選択に対して、著しい影響を与えている。

� 組織文化

企業は、海外市場において競争優位を維持す

ることができる組織文化を持っている場合、完

全所有子会社の方式を選択し、目標市場に参入

する（Ekeledo & Sivakumar,２００４）。しかしなが

ら、開放型組織文化あるいは学習誘導型組織文

化を持っている企業は、相手の知識、技術、経

験の学習に有利な合弁方式を選択する。さら
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に、企業の合弁方式参入の選択において、発展

途上国の企業における海外投資の要因は、新技

術、情報の獲得と強い学習能力である。

仮説３：強い開放型組織文化を持っている企

業は合弁方式の参入を好む。

� 企業規模

大規模企業は豊富な資源が利用でき、また、

コストを割り当てる能力が強い。そのため現地

企業との競争において、外国企業としての多様

な特殊の不利要素（たとえば、Liability of For-

eignness）が有効的に克服することができるよ

うになる。しかし、中小規模企業は、資金と経

営資産が限られているため、合弁の参入方式を

選択する（Johanson & Vahlne、１９９０）。

仮説４：企業規模が拡大すればするほど、そ

の参入方式は完全所有子会社方式を選択する傾

向にある。

２．戦略要素

先述したように、企業の海外市場参入方式は

企業戦略に関する意思決定の重要な要素であ

る。Kimと Hwang（１９９２）は３つの視点から、

企業のグローバル戦略に対する実証分析を行っ

た。実証分析の結果からみると、企業は産業の

グローバル集中度が高く、グローバル相乗効果

を追求する程度が高く、また、企業のグローバ

ル戦略の動機が強くなればなるほど、高いコン

トロール力の参入方式を好む。しかし、発展途

上国の中で、グローバル相乗効果を追求し、そ

して、全世界の範囲内で事業調整と配置を行う

企業はまだ少ないというのが実情である。韓国

の研究者 Kangと Sung（２０００）は、グローバル

戦略の変数を使って、韓国企業における海外市

場の参入方式の実証分析を行った。その結果、

グローバル戦略の動機だけで、韓国企業におけ

る海外市場の参入方式に対して、影響を与えて

いるということが明らかになった。

一般的に、発展途上国の企業における海外投

資の主な目的は以下の三つがある。第１は、技

術、情報そしてブランド等を獲得することであ

る。第２は、市場の獲得、安価な労働力の利用、

あるいはこれら両方ともである。第３は、戦略

的な資源（たとえば石油、鉱物等）の獲得であ

る。ゆえに、本論文は、企業戦略要素をホスト

国市場誘導型戦略と輸出生産誘導型戦略の二つ

に分けている。その中で、ホスト国市場誘導型

にとって、パートナー関係にあるマーケティン

グ能力と流通チャネルの方の魅力が大きいだと

考える。また、輸出生産誘導型戦略にとって、

安価な労働力と企業支配力の方の魅力が大きい

だと思われる。

仮説５：企業戦略は、参入方式の選択に対し

て、著しい影響を与えている。

仮説５－１：現地市場誘導型戦略を追求し

ている企業は、合弁の参入方

式を選択する。

仮説５－２：輸出生産誘導型を追求してい

る企業は、完全所有子会社の

参入方式を選択する。

３．立地要素

投資受入国の立地条件、市場規模、政策、制

度、文化的特徴といった要素は、企業の参入方

式に対して影響を与えている。本論文では、規

制政策と不確実性の二つの要素を中心として検

討していく。

� 環境の不確実性

ホスト国の不安定な社会、政治、経済といっ

た周辺環境の結果から、企業投資のリスクが増

える。その場合、外国企業は投資の放棄や、パー

トナーとのリスク共有によって、国民イメージ

を向上することができる合弁方式を選択するこ
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とも可能である。

仮説６：ホスト国の環境の不確実性が拡大す

れば、企業は合弁の参入方式を選択するように

なる。

� 規制政策

ホスト国政府の介入と政治上の規制は、企業

の海外市場の参入方式を選択する際の決定的な

要素である（Root,１９９４）。国内企業と異なって

いる差別化規制措置を設定したことは、ホスト

国政府における税収、金融貸付、外貨統制など

の諸側面に対し、国内企業の競争力を高めてい

るだけではなく、外国企業が資源の共有化とい

う目的で、合弁の参入方式の選択を促進してい

る。

仮説７：ホスト国では、外国企業に対する規

制が強化されれば、企業は合弁の参入方式を好

むようになる。

�．研究方法

１．アンケートの概要

アンケートの対象は、韓国系企業が比較的集

中する北京・天津地区（北京、天津）、華東地

域（上海、江蘇、浙江）、山東地区（青島、煙

台、威海）、東北３省（遼寧、吉林、黒龍江）

の韓国製造業である。アンケートの回答者は、

韓国親会社から派遣された管理者に限定してい

るが、これは投資に関する意思決定は親会社が

行うためである。

本アンケートは２００７年９月１０日から１０月１９日

まで、郵送、ファクス、電子メールなどを通し

て、計５６０通発送した。１５８通を回収した（回収

率２８．２％を達している）。その内、有効回答数

は１３８通である。回答担当者の役職構成は社長

４６名（３３．３％）、部長３１名（２２．５％）、次長／課

長５０名（３６．２％）である。調査結果の有効性が

確認できる。

２．変数の測定

� 独立変数

本研究の変数は海外の研究成果を参照し、発

展途上国の特性を考慮した上で、具体的な指標

を選んだ。会社規模を除く、差別化優位、国際

経験、組織文化、戦略誘導、環境の不確実性、

規制政策などの変数は Likert５尺度に従って測

定した。具体的な指標は表２を参照すること。

会社規模は３００名を基準として、３００名未満の

企業は中小企業と定義した（ダミー変数：０）。

３００名以上の企業は大企業と定義した２）（ダミー

変数：１）。

� 関数

大韓貿易投資振興公社（２００５）の調査による

と、中国へ投資した韓国企業の中で、完全所有

子会社が７５．６％、合弁企業が８．６％、合作企業

が３．２％を占めている。そういうことから、中

国へ投資した韓国企業の３つの参入方式は絶対

的な多数を占めることが判明できる。ゆえに、

本研究の独立変数は完全所有子会社（ダミー変

数：１）と合弁３）（ダミー変数：０）と設定す

る。

�．実証分析

研究モデルと研究仮説を検証するため、収集

したデータは SPSS１２．０を利用して、統計分析

を行った。

１．企業の特徴（表１参照。）
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２．因子分析と信頼性分析

複数の変数によって収集された大量のデータ

を利用し、該当項目の妥当性と信頼性を検証す

ることができるようになった。因子分析とは、

測定された多数の変数の相関関係に基づいて、

互いに関連していない、少数の共通する総合指

標因子を抽出するという統計手法である。信頼

性分析とは、同一方法を採用して同一対象に対

して調査を実施し、その結果の一致性の度合い

を検証する手法である。アンケートの分析結果

から見ると、測定されたすべての項目の因子負

荷量は０．５０より大きく、因子の Cronbach’s α値

は０．６０より大きくて、因子と信頼性の検証を通

した。（表２参照。）

３．研究仮説の検証

本研究の回帰モデルは、関数の参入方式を名

目の尺度から測定したため、Logistic回帰分析

方法が適用できる。その計量モデルは以下のよ

うである：

P (Yi=1) =1/ [1+exp (-a-BXi)]

その中で、P（Yi＝１）は完全所有子会社を「選

択する」確率である。Xiは独立変数である。B

は回帰係数である。aは常数である。Logistic

回帰分析の結果は以下のとおりである。（表３

参照）

第一、企業要素の中で、差別化優位は完全所

有子会社方式の選択に対し、著しい影響を与え

ている（p＜０．０１）。その原因について、差別化

優位は Liability of Foreignnessを克服すること

に役立つため、企業の完全所有子会社の経営に

対する自信を向上する。さらに、強い競争優位

を持っている企業は、合弁方式による専有技術

と情報が漏れる可能性を心配している。これ

も、一部の企業が完全所有子会社の参入方式を

選択する重要な原因である。

統計結果から見れば、国際経験は参入方式に

対する影響力が著しくない。この結果と、多数

の韓国中小企業が国際経験を持ち合わせていな

いが、完全所有子会社方式で中国市場へ参入す

るという現象が合致している。組織文化の回帰

係数は、研究仮説と同じ負数である一方、数値

表１ 企業の特徴

項目 企業数 割合（%） 項目 企業数 割合（%）

地
域

北京、天津 ３２ ２３．２

投
資
金
額

５０万ドル未満 ３１ ２２．５

上海、江蘇、浙江 ４０ ２９．０ ５１～１００万ドル ２２ １５．９

山東地区 ３１ ２２．５ １０１～５００万ドル ２６ １８．８

東北３省 ３５ ２５．４ ５０１～１，０００万ドル ２０ １４．５

業
種

電子 ４１ ２９．７ １，００１万ドル以上 ３９ ２８．３

自動車及び部品産業 １５ １０．９ 韓
国
親
会
社
従
業
者
数

５０名以下 ４０ ２９．０

機械、金属 １７ １２．３ ５１～１００名 ２７ １９．６

繊維、衣類 １７ １２．３ １０１～３００名 ２８ ２０．３

石油、化学 ５ ３．６ ３０１～５００名 １３ ９．４

食品 ９ ６．５ ５０１～１，０００名 １２ ８．７

その他 ３４ ２４．６ １，００１名以上 １８ １３．０

合計 １３８ １００ 合計 １３８ １００
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から見ると、その影響力が著しくない。この結

果は、韓国企業の開放型組織文化の影響力がま

だ明らかにされていないということを説明でき

るかもしれない。親会社の規模は、参入方式に

対する影響力が著しくないため、その回帰係数

は負数である。その原因について、以下の２つ

が挙げられる。�現実で、韓国中小企業は完全

所有子会社の参入方式を選んで、中国市場へ進

出することに傾くである。�中国市場を獲得す

ることを目的として、合弁方式を利用し、中国

市場へ進出する韓国大企業は少なくない４）。

第二、戦略要素の中で、市場誘導型戦略は合

弁方式の選択に対して、著しい影響を与えてい

る（p＜０．０１）。輸出誘導型戦略は完全所有子会

社の選択に対して、著しい影響を与えている（p

＜０．１０）。ホスト国市場誘導型企業が合弁方式

を好む原因は、新しい市場を開拓するには、マー

ケティング能力、流通チャネル、市場知識等を

表２ 因子分析と信頼性分析の結果

項 目 組織文化 差別化優位 国際経験
Cronbach’s

α値

企業
要素

多様な意見と批判を受け止める
互いに助け合う仕事のやり方
各種のアイデアの活動に対する支持
継続的な改善を追求する

０．８５８
０．７９４
０．７９３
０．７６２

０．８６９

設備稼働率の最大化を追求する
高品質な製品を生産する
上質なサービスを提供する
新製品の研究開発能力

０．８６６
０．８４２
０．７５７
０．７０６

０．８４４

中国市場へのビジネス経験
中国市場に類似する市場でビジネス経験を
持つ
中国に関する知識、情報に対する学習

０．８６６
０．７２８

０．６２８

０．６３８

項 目 輸出誘導型戦略 市場誘導型戦略
Cronbach’s

α値

戦略
要素

安価な労働力を利用する
第三国に向けて輸出する
生産した商品が韓国への輸入
原材料の仕入れを解決する

０．７１９
０．７０２
０．６７１
０．６０２

０．６２７

ホスト国市場の潜在的能力を利用する
ホスト国市場を広げる

０．９２８
０．９０３

０．８４３

項 目 環境の不確実性 規制政策
Cronbach’s

α値

立地
要素

政治環境の不確実性
政策の不確実性
経済発展の不確実性
税収制度の差別化

０．８５２
０．７８４
０．７２５
０．６０４

０．７６３

株に対する制限
金融政策の差異
企業経営に対する介入の度合い

０．８８５
０．８６７
０．５０６

０．７０５
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備えなければならないので、合弁方式の下で企

業間がこれらの資源を共有することができる。

輸出生産誘導型投資はその市場が国外なため、

現地市場を広げる能力を備える必要がなく、そ

の代わりに、高い制御するレベルが必要とな

る。

第三、立地要素の中で、ホスト国環境の不確

実性は参入方式への影響が統計上著しくない。

この結果は、３０年の改革開放を経て、中国の社

会政治、経済環境はすでに安定し、これらの要

素は外資企業に対して経営リスクを構成されな

いということを説明できる。しかし、規制政策

は合弁方式の選択に対し、著しい影響を与えて

いる（p＜０．０５）。これは、中国における「市場

と技術の交換」、「産業保護など政策の有効性」

を表している。その一方、現在中国の社会経済

環境において、外国企業発展の阻害要素はいま

だ存在している。これらの要素は、金融貸付の

国内と国外の差異、企業経営に対する介入など

の側面で表している。

�．結論及び提言

本論文では、まず企業要素、戦略要素、立地

要素を中心として研究モデルを構築した。次

に、中国に対する韓国の投資企業を対象にアン

ケート調査を実施し、一次データを収集し、そ

れに基づいて、統計分析を行い、さらに以下の

結論を得た。

第一、企業要素、戦略要素、立地要素を中心

とした研究モデルは、発展途上国企業の海外投

資方式の説明について、有効性と適用性があ

る。第二、企業の製品差別化優位は強くなれば

なるほど完全所有子会社の参入方式を好む。第

三、市場誘導型戦略を追求している企業は、合

弁の参入方式を好む。第四、輸出生産誘導型を

追求している企業は、完全所有子会社の参入方

式を好む。第五、ホスト国が外国企業に対する

規制政策が強化されるほど、企業は合弁の参入

方式を好む。

本論文は、発展途上国の企業における海外投

資方式の実証研究の一つとして、以下のように

提言する。第一、本論文のモデルは、中国企業

表３ Logistic回帰分析結果

変数 B S.E. Wald 顕著性確率 Exp（B）

差別化優位 ０．７４２ ０．２５５ ８．４９３ ０．００４ ２．１００

国際経験 ０．０３９ ０．２１５ ０．０３４ ０．８５４ １．０４０

開放型組織文化 －０．２００ ０．２３２ ０．７３７ ０．３９０ ０．８１９

親会社の規模 －０．６３２ ０．５０４ １．５６９ ０．２１０ ０．５３２

市場誘導型戦略 －１．０６２ ０．２９３ １３．１５５ ０．０００ ０．３４６

輸出誘導型戦略 ０．３６６ ０．２１０ ３．０２１ ０．０８２ １．４１１

ホスト国環境の不確実性 ０．２２０ ０．２２０ ０．９９３ ０．３１９ １．２４６

ホスト国規制政策 －０．５７３ ０．２３２ ６．１０８ ０．０１３ ０．５６４

常数 １．０８１ ０．２９０ １３．９２８ ０．０００ ２．９４６

－２Log Likelibood:１４２．８７５; Chi-Square:３４．１６; p<０．０００;

注：完全所有子会社（ダミー変数１）合計９１社；合弁（ダミー変数０）合計４７社。
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注

における海外投資方式に関する研究に適用する

ことが可能である。しかし、特性の変数を工夫

する必要があり、それによって、研究モデルは

よりいっそう中国企業に合致する。第二、競争

優位を持っている企業は、完全所有子会社の方

式によって海外市場へ進出することができる

が、これは専有技術と資産の保護を助長してい

るためである。ただし、ホスト国市場を広げる

ために投資をした際、高いコントロール力を

持っている合弁方式の採用も考慮すべきであ

る。第三、本論文では、国際経験の有無が参入

方式への影響は著しくないですが、海外投資企

業にとっては、国際経験の蓄積も必要である。

これは、海外市場と国内市場に大きな差異が存

在しているためである。この点について、同じ

文化圏に属する中国、日本、韓国三国の社会、

文化差異にも表している。多くの韓国中小企業

は国際化管理能力を備えず、国内での競争にさ

らされ、多大なコスト削減、さらに急速に中国

へ投資したため、現在苦しい状況へと陥ってい

る。そのため、企業は海外投資を行う場合、積

極的にホスト国の社会や文化知識及び市場特徴

を学習することが不可欠である。投資受入国あ

るいは類似市場において、商品輸出と事務所の

設立等方式を通じて、直接に国際経験を積む。

第四、ホスト国の政治、経済環境の不確実性が

高く、外資に対する規制が強化された場合、合

弁方式を通じて企業のイメージアップができ、

リスクの回避もできるようになる。

最後、本論文の不足点と今後の課題を、以下

のように整理する。不足点は変数を選択する場

合、発展途上国の企業に合致する変数を開発す

る必要がある。たとえば、OviattとMcDougall

（２００５）は国際的な企業家精神と強調したが、

これは海外市場の参入について、漸進的な方式

または急進的な方式を選択することに対して、

重要な影響を与えている。しかし、本論文では、

これについて言及していない。中国企業におけ

る海外市場への参入方式に関する実証研究は、

今後の研究の方向として、必要性があるのみな

らず、迫られる課題である。

１）韓国輸出入銀行『海外直接投資統計年報』による。
２）韓国の『中小企業法』では、従業者数３００人以上
か未満を基準として、製造業における大企業と中小
企業を区分する。
３）外国では、合作企業は合弁企業に含まれ、単独で
区分されない。
４）例えば、中国における LG電子の現地法人会社の
うち９社は合弁企業である。一方、浦項製鉄は中国
で９社の合資企業を有している。
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